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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

提出会社の最近５事業年度に係る主要な経営指標等の推移

回次 第49期 第50期 第51期 第52期 第53期
決算年月 平成19年12月平成20年12月平成21年12月平成22年12月平成23年12月

売上高 （千円） 936,607 890,006 847,286 814,726 740,774

経常利益又は経常損失

（△）
（千円） △9,162 △17,858 33,867 26,874 △68,807

当期純利益又は当期純損

失（△）
（千円） △26,043 △30,538 12,076 21,065△160,192

持分法を適用した場合の

投資損益
（千円） － － － － －

資本金 （千円） 1,213,3501,213,3501,213,3501,213,3501,213,350

発行済株式総数 （株） 2,547 2,547 2,547 2,547 2,547

純資産額 （千円） 1,696,1661,402,7691,453,0071,476,8501,362,818

総資産額 （千円） 4,319,0664,045,2964,146,6314,183,7764,101,362

１株当たり純資産額 （円） 665,946.82609,105.20630,919.38641,272.68591,757.71

１株当たり配当額

（内１株当たり中間配当

額）

（円）

（円）

－

(－)

－

(－)

－

(－)

－

(－)

－

(－)

１株当たり当期純利益又

は１株当たり当期純損失

（△）

（円） △10,225.11△12,777.425,243.729,146.77△69,558.12

潜在株式調整後１株当た

り当期純利益
（円） － － － － －

自己資本比率 （％） 39.3 34.7 35.0 35.3 33.2

自己資本利益率 （％） △1.5 △2.2 0.8 1.4 △11.8

株価収益率 （倍） － － － － －

配当性向 （％） － － － － －

営業活動による

キャッシュ・フロー
（千円） 77,437 64,668 133,631 90,144 △29,250

投資活動による

キャッシュ・フロー
（千円） △514,065△218,721 74,606 57,008△134,468

財務活動による

キャッシュ・フロー
（千円） 19,500△169,980 40,000 14,500 56,250

現金及び現金同等物の期

末残高
（千円） 436,277 112,244 360,482 522,135 414,666

従業員数（外、平均臨時

雇用者数）
（名）

83

(58)

74

(71)

62

(79)

53

(91)

49

(103)

（注）１　売上高には消費税等は含まれていない。

２　第49期、第50期及び第53期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、１株当たり当期純損失が

計上されており、また潜在株式が存在しないため記載していない。

３　第51期及び第52期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載

していない。
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４　当社は連結財務諸表を作成していないので「最近５連結会計年度に係る主要な経営指標等の推移」について

は、記載していない。

５　当社株式は金融商品取引所に上場又は証券業協会に登録されておらず、株価収益率は記載していない。

　

２【沿革】

昭和34年８月 東京都中央区銀座６丁目５番地に資本金3,000千円をもって株式会社日高カントリー倶楽部を設

立。

昭和34年11月埼玉県入間郡日高町所在の土地の買収を完了しゴルフ場建設工事に着工。

昭和35年12月クラブハウス完成。

昭和36年１月 18ホールスを開場（現　東コース及び西コース）。

昭和39年１月 東京都中央区銀座西３丁目３番地に本店移転。

昭和40年３月 東京都中央区銀座２丁目２番４号に本店移転。

昭和45年１月 ９ホールス増設のために土地を買収し南コース増設工事に着工。

昭和46年８月 南コースを開場。

昭和46年10月クラブハウス増築。

昭和57年５月 電動カート導入。

平成４年４月 東京都千代田区有楽町１丁目７番１号に本店移転。

平成11年８月 東京都品川区大崎１丁目６番１号に本店移転。

平成17年７月

平成21年12月　

埼玉県日高市高萩1203番地に本店移転。

東京営業所開設

　

３【事業の内容】

　当社は、ゴルフ場の経営を主たる事業とし、併せてゴルフ用具の販売、食堂の経営を行っている。

　なお、売上高の内容を構成比で示すと下記のとおりである。

区分 内容

売上高構成比（％）
第52期

平成22年１月１日から
平成22年12月31日まで

第53期
平成23年１月１日から
平成23年12月31日まで

年会費及びロッカー収入 正会員、平日会員、家族会員 18.8 20.7

プレイ収入 プレーフィー、キャディフィー 63.1 61.9

食堂売店売上高 飲食代、ゴルフ用品、たばこ等 15.6 15.1

その他収入
諸経費、貸ロッカー、練習ボール

代等
2.5 2.3

計 　 100 100

　

４【関係会社の状況】

　該当事項なし。

　

５【従業員の状況】

(1）提出会社の状況

　 平成23年12月31日現在

従業員数（名） 平均年齢（歳） 平均勤続年数（年） 平均年間給与（円）

49(103) 50.2 11.7 3,476,568

（注）１　従業員は就業人員である。

２　従業員数欄の（外書）は、臨時従業員の年間平均雇用人員である。

３　平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでいる。

　

(2）労働組合の状況

　労働組合は結成されていない。
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第２【事業の状況】

１【業績等の概要】

(1）業績

　当事業年度におけるわが国経済は、当初はアジアを中心とした需要拡大等に支えられ、輸出や生産に回復の兆しが

見られた。しかしながら３月11日に発生した東日本大震災は国内経済に大きなダメージをもたらし、さらに欧州の

累積債務問題をはじめ、世界経済の失速懸念により円高が急激に進行するなど日本経済にとって厳しい年度となっ

た。

　このような状況下、当社の業績も低迷し、当事業年度の営業日数は329日（前期比１日の増加）、総入場者数は

42,676名［会員27,804名（前期比466名の増加）、ゲスト14,872名（前期比3,008名の減少）］となり、売上高は

740,774千円と前期比73,951千円の減少となった。

　また、50周年記念行事費約17,000千円の支出増はあったが、売上原価、販売費及び一般管理費は人件費等の減少に

より919,491千円と前期比23,891千円の減少となり、営業損失178,716千円を計上する結果となった。

　名義書換料収入の減少等により、営業外収益は125,898千円と前期比32,077千円の減少となった。

　一方、営業外費用は投資有価証券評価損等の計上により前期比13,544千円増加の15,989千円となった。

　この結果、前期の26,874千円の経常利益から当期は68,807千円の経常損失となった。

　また投資有価証券評価損等の特別損失もあり、当期は160,192千円の当期純損失（前期21,065千円の当期純利益）

を計上することとなった。

　

(2）キャッシュ・フローの状況

　当期における現金及び現金同等物（以下「資金」という）は、当期純損失の計上等により107,468千円減少（前期

161,652千円の増加）し、当期末残高は414,666千円（前期末522,135千円）となった。

　また当期中における各キャッシュ・フローは次のとおりである。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　営業活動によるキャッシュ・フローは、当期の減価償却費が76,636千円あったが、税引前当期純損失143,356千円

の計上等により29,250千円の減少（前期90,144千円の増加）となった。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　投資活動によるキャッシュ・フローは定期預金の預け入れ及び固定資産の取得等により、134,468千円の減少（前

期57,008千円の増加）となった。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　財務活動によるキャッシュ・フローは、会員預り保証金による収入が106,000千円あり、会員預り保証金の返還に

よる支出は49,750千円にとどまったため56,250千円の増加（前期14,500千円の増加）となった。
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２【生産、受注及び販売の状況】

(1）営業方法

　当社のゴルフ場は、原則として当社の株主たる正会員及び所定の手続きを経て入会した平日会員並びに家族会員

より成る日高カントリークラブ会員のゴルフプレイを目的として経営を行っているが、このほかゲストのゴルフプ

レイも受付けている。

　なお、ゴルフプレイに関する企画についてはクラブ役員並びに委員会がその衝に当たるが、実際の運営及び経理上

の収入は当社が行う。

　日高カントリークラブの運営概要は次のとおりである。

１　会員

(イ）正会員　　　　　　　　個人会員及び法人会員

ただし、当社の株式１株（旧額面株式を除く）を所有するもの

(ロ）平日会員　　　　　　　所定の入会金を預託したもの

(ハ）家族会員　　　　　　　会員の配偶者若しくは25才未満の家族で所定の入会金を預託等したもの

(ニ）特別会員及び名誉会員　会社の推薦により決定する。

　

２　年会費及びロッカーフィー

　 平成23年12月31日現在

区分 正会員（円） 平日会員及び家族会員（円）

年会費（注）１ 70,000 60,000

ロッカーフィー（年額） 3,000～15,000 3,000～15,000

（注）１　関東地方及び静岡県、山梨県以外の居住者については正会員49,000円、平日会員42,000円とする。

２　上記の金額には、消費税等は含まれていない。

　

３　プレーフィー及びキャディフィー

　 平成23年12月31日現在

区分 会員（円） ゲスト（円）

プレーフィー（１日）

平日 4,100 18,000

土曜日 4,100 22,000

日曜日・祝日 4,100 22,000

キャディフィー

（１ラウンド）
ハウスキャディ 3,800 3,800

（注）１　プレーフィーには、消費税等及びゴルフ場利用税は含まれていない。

２　キャディフィーは、４バッグの場合で消費税等は含まれていない。

　

４　その他

　貸ロッカー、練習ボール代等については別に定めたところによる。

　

(2）営業能力

スタート時間
平日 土曜日 日曜日・祝日

８時00分から10時00分まで
６分間隔でスタート

７時30分から10時00分まで
６分間隔でスタート

７時30分から10時00分まで
６分間隔でスタート

（収容能力） 　 　 　

プレイヤー １日　300人 同左 同左

食堂（人） 250 同左 同左

駐車場（台） 275 同左 同左

練習場 15打席　200ｍ 同左 同左
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(3）来場者数

月別

第52期
（平成22年１月１日から平成22年12月31日まで）

第53期
（平成23年１月１日から平成23年12月31日まで）

会員
（人）

ゲスト
（人）

計
（人）

１日平均
（人）

会員
（人）

ゲスト
（人）

計
（人）

１日平均
（人）

１月 2,339 764 3,103 119 2,231 727 2,958 118

２月 1,526 711 2,237 112 1,768 745 2,513 126

３月 2,090 1,747 3,837 148 1,752 719 2,471 88

４月 2,250 1,771 4,021 144 2,454 1,099 3,553 132

５月 2,743 2,068 4,811 166 2,758 1,274 4,032 144

６月 2,223 1,616 3,839 132 2,641 1,150 3,791 135

７月 2,332 1,181 3,513  121 2,478 984 3,462  124

８月 1,672 1,140 2,812 104 1,669 996 2,665 99

９月 2,065 1,278 3,343 115 2,166 1,698 3,864 133

10月 2,833 1,436 4,269 147 2,775 1,641 4,416 147

11月 2,552 2,103 4,655 172 2,545 1,904 4,449 148

12月 2,713 2,065 4,778 165 2,567 1,935 4,502 155

計 27,33817,88045,218 138 27,80414,87242,676 130

比率（％） 60.5 39.5 100 － 65.2 34.8 100 －

（注）　１日平均の算定は営業日数を基礎にしている。
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(4）営業成績

区分
第52期

（平成22年１月１日から平成22年12月31日）
第53期

（平成23年１月１日から平成23年12月31日）
金額（千円） 構成比（％） 金額（千円） 構成比（％）

年会費及びロッカー収入 　 　 　 　

年会費 145,817 17.9 145,963 19.7

ロッカーフィー 7,123 0.9 7,145 1.0

小計 152,940 18.8 153,108 20.7

プレイ収入 　 　 　 　

プレーフィー 328,979 40.4 283,792 38.3

キャディフィー 184,814 22.7 174,998 23.6

小計 513,794 63.1 458,791 61.9

食堂売店売上高 　 　 　 　

食堂 96,061 11.8 83,962 11.4

売店 31,311 3.8 27,554 3.7

小計 127,372 15.6 111,517 15.1

その他収入 20,618 2.5 17,357 2.3

計 814,726 100 740,774 100

（注）１　上記の金額は、消費税等、特別地方税及びゴルフ場利用税を含まない実績収入額によっている。

２　「その他の収入」は、貸ロッカー、練習ボール代、コース使用料等の収入である。

　

３【対処すべき課題】

　ここ数年、当社は低迷する事業環境の中、営業成績の向上を模索する状況が続いていたが、平成23年度は、加えて東日

本大震災の影響を受け、業績を大きく悪化させることとなった。

　今後はこういう事態に対応するために営業展開力を一段と強化し、来場者の増加による収益性の改善を図っていく

ことが喫緊の課題である。　

　また併せて会員の皆様がクラブライフを満喫できるようコース及びハウス施設の改善に努め、より一層のサービス

の向上を図っていくこととする。

　

４【事業等のリスク】

　当社の事業運営上のリスクとなる可能性のある事項は以下のとおりである。

(1）事業環境

　ゴルフ場の経営は景気の動向、天候等に影響を受け易く経営成績も不安定になりがちである。当社は魅力あるコー

ス作りに努め、その他入場者数の増加策を図る等の施策を講じ、経営の安定を目指していく。

　

(2）借地

　現在はコースの一部が借地となっており、借地契約の更新時に問題となる可能性はあるが、借地は限られた面積で

あり、営業上、重大な齟齬をきたすことにはならないと認識している。

　

(3）環境問題

　コースでの農薬等の使用による環境問題についてその重要性を認識し、法令遵守、ＩＳＯの管理規程の徹底等を通

じて万全の対応を図っている。

　

(4）個人情報

　保有している会員情報等の個人情報の漏洩の危険性があり、その情報管理には細心の注意を払っている。

　

５【経営上の重要な契約等】

　該当事項なし。

　

６【研究開発活動】

　該当事項なし。

　

７【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(1）財政状態の分析

（資産の部）

　当事業年度末の資産の部の合計は、前事業年度末と比較して82,414千円（2.0％）減少し、4,101,362千円となっ
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た。

　流動資産は31,794千円（2.8％）減少し、1,117,682千円となった。この主な要因は設備投資等による預金の減少に

よるものである。

　固定資産は50,619千円（1.7％）減少し、2,983,679千円となった。この主な要因は減価償却によ有形固定資産の減

少によるものである。

（負債の部）

　当事業年度末の負債の部の合計は、前事業年度末と比較して31,618千円（1.2％）増加し、2,738,544千円となっ

た。

　流動負債は19,975千円（23.3％）減少し、65,882千円となった。この主な要因は未払法人税等の減少によるもので

ある。

　固定負債は51,593千円（2.0％）増加し、2,672,661千円となった。この主な要因は入会に伴う会員預り保証金の増

加によるものである。

（純資産の部）

　当事業年度末の純資産の合計は、前事業年度末の純資産合計と比較して114,032千円（7.7％）減少し、1,362,818

千円となった。この主な要因は当期純損失の計上によるものである。

　

(2）キャッシュ・フローの分析

　「１　業績等の概要　(2）キャッシュ・フローの状況」に記載した事項を参照ください。

　

(3）経営成績の分析

　「１　業績等の概要　(1）業績」に記載した事項を参照ください。

　

(4）経営成績に重要な影響を与える要因

　「４　事業等のリスク」に記載した事項を参照ください。
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第３【設備の状況】

１【設備投資等の概要】

　当事業年度の設備投資については、コース改修工事等総額50,944千円の投資を実施した。

　また、営業能力及び営業成績に重大な影響を及ぼすような設備の売却、撤去等はない。

 

２【主要な設備の状況】

　平成23年12月31日現在における主な事業所の設備、設備の種類並びに従業員の配置状況は次のとおりである。

設備の種類
本社・ゴルフ場
（埼玉県日高市）

　

面積（㎡） 金額（千円） 　

建物 　 345,839 　

構築物 　 196,931 　

機械及び装置 　 28,951 　

車両運搬具 　 1,932 　

什器備品 　 25,368 　

立木 　 172,901 　

コース 　 518,988 　

土地
788,958

(26,389)
1,087,461 　

計
788,958

(26,389)
2,378,375 　

従業員数（人） 49［103］ 　

（注）１　設備の種類の金額は有形固定資産の帳簿価格である。

２　土地の面積は、固定資産税課税台帳の面積である。

３　（　）内は外数で賃借中のものである。

４　［　］内は外数で、臨時従業員数である。

５　賃借資産に対しては、敷金・保証金72,875千円を差入れている。

　

３【設備の新設、除却等の計画】

(1）重要な設備の新設等

　該当事項なし。

　

(2）重要な設備の除却等

　該当事項なし。
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 2,980

計 2,980

　

②【発行済株式】

種類
事業年度末現在発行数

（株）
（平成23年12月31日）

提出日現在発行数
（平成24年３月29日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 2,547 同左 該当事項なし
 当社は単元株制度は採

　用していない。

計 2,547 同左　 － －

　 

（２）【新株予約権等の状況】

　該当事項なし。

　 　

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　　　　　　該当事項なし。

　

（４）【ライツプランの内容】

　該当事項なし。

 

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数
（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額（千円）

資本準備金残
高（千円）

平成17年10月 △243 2,547 － 1,213,350 － －

（注）　発行済株式総数の減少は自己株式の消却による。

 

（６）【所有者別状況】

　 平成23年12月31日現在

区分

株式の状況 単元未満株
式の状況
（株）

政府及び地
方公共団体

金融機関
金融商品取
引業者

その他の法人
外国法人等

個人その他 計
個人以外 個人

株主数（人） － 11 － 313 10 23 1,185 1,542 －

所有株式数

（株）
－ 13 － 625 12 23 1,874 2,547 －

所有株式数の

割合（％）
－ 0.51 － 24.54 0.47 0.90 73.58 100.00－

（注）　自己株式244株は「個人その他」に含まれている。
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（７）【大株主の状況】

　 平成23年12月31日現在

氏名又は名称 住所 所有株式数（株）
発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

髙橋　正孝 東京都大田区 366 14.4

東ソー㈱ 東京都港区芝３－８－２ 166 6.5

日産東京販売ホールディングス㈱ 東京都品川区西五反田４－32－１  95 3.7

大河原　茂夫 埼玉県日高市 81 3.2

ＪＸ日鉱日石エネルギー㈱ 東京都港区西新橋１－３－12 10 0.4

㈱集英社 東京都千代田区一ツ橋２－５－10 5 0.2

㈱光文社 東京都文京区音羽１－１６－６　 4 0.2

㈱コーセー 東京都中央区日本橋３－６－２ 4 0.2

㈱博報堂　 東京都港区赤坂５－３－１ 4 0.2

計 　 735 28.9

（注）　上記のほか自己株式が244株ある。

　

（８）【議決権の状況】

①【発行済株式】

　 平成23年12月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等）  普通株式   　　　244 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式　　　 2,303 2,303 －

単元未満株式 － － －

発行済株式総数 2,547 － －

総株主の議決権 － 2,303 －

 

②【自己株式等】

　 平成23年12月31日現在

所有者の氏名又は
名称

所有者の住所
自己名義所有株
式数（株）

他人名義所有株
式数（株）

所有株式数の合
計（株）

発行済株式総数に対する
所有株式数の割合（％）

株式会社日高カン

トリー倶楽部

埼玉県日高市高萩

1203番地
244   － 244 9.6

計 － 244   － 244 9.6

 

（９）【ストックオプション制度の内容】

　該当事項なし。

 

EDINET提出書類

株式会社日高カントリー倶楽部(E04641)

有価証券報告書

11/47



２【自己株式の取得等の状況】

【株式の種類等】　該当事項なし。

（１）【株主総会決議による取得の状況】

            該当事項なし。

　

（２）【取締役会決議による取得の状況】

　該当事項なし。

　

（３）【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】

　該当事項なし。

　

（４）【取得自己株式の処理状況及び保有状況】

区分
当事業年度 当期間

株式数（株）
処分価額の総額
（円）

株式数（株）
処分価額の総額
（円）

引き受ける者の募集を行った取得自己株式 　－ 　－ 　－ 　－

消却の処分を行った取得自己株式 　－ 　－ 　－ 　－

合併、株式交換、会社分割に係る移転を行った取得自己

株式
　－ 　－ 　－ 　－

その他 　－ 　－ 　－ 　－

保有自己株式数 244 　－ 244 　－

　

３【配当政策】

　当社は、会員制ゴルフ場の経営を目的としており、より良いクラブライフを実現することが株主各位に対する利益還

元と考えているので配当を実施しないことを基本方針としているが、配当を実施する場合は株主総会で決定する。

　上記の基本方針から当事業年度の期末配当も実施しない。

 

４【株価の推移】

　当社株式は金融商品取引所に上場されておらず、該当事項がないため記載を省略した。
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５【役員の状況】

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数

（株）

代表取締役社長 　 髙橋　正孝 昭和12年10月２日生

昭和35年４月　昭和電工㈱入社

昭和45年９月　㈱大相模カントリークラブ取締役

昭和49年３月　当社取締役

昭和60年３月　当社常務取締役

昭和62年３月　㈱大相模カントリークラブ代表取

締役社長（現在）

昭和62年３月　当社代表取締役社長（現在）

（注）

２
366

取締役 　 山﨑　敏雄 昭和19年７月５日生

昭和43年４月　東洋曹達工業㈱（現　東ソー

㈱））入社

平成14年６月　東ソー㈱監査役会事務局長

平成16年12月　当社副支配人

平成17年３月　当社取締役（現在）

（注）

２
    －

取締役 　 大河原　茂夫 昭和23年８月23日生

昭和46年４月　飯能信用金庫入社

平成元年３月　同庫退社

平成元年３月　㈲ダイエー代表取締役

平成16年３月　当社監査役

平成20年３月　当社取締役（現在）

（注）

３
81

取締役　 　 富井　利尚 昭和22年７月22日生

昭和46年４月　東洋曹達工業㈱（現　東ソー

　　　　　　　㈱））入社　

平成14年１月　プラステク㈱出向　

平成17年５月　トーソー・ポリビン・コーポレー

ション取締役社長（現在)

平成24年３月　当社取締役（現在）

（注）

３
－　

常勤監査役 　 伊東　耀昌 昭和13年１月９日生

昭和36年４月　三井生命保険(相)入社

平成４年４月　同社事務センター総務部長

平成11年６月　㈱サンセイキャリアマネジメント

常任監査役

平成13年12月　㈱ミノファーゲン製薬総務部長

平成20年３月　当社監査役（現在）

（注）

４
1

監査役 　 宮島　壯太 昭和12年９月26日生

昭和36年４月　大蔵省入省

昭和50年７月　銀行局銀行課長補佐

昭和61年６月　広島国税局長

昭和63年６月　国税局間税部長

平成元年７月　住宅金融公庫理事

平成３年７月　宮島事務所代表（現在）

平成12年３月　当社監査役（現在）

（注）

５
    －
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数

（株）

監査役 　 宇野　皓三 昭和８年７月３日生

昭和38年８月　公認会計士登録（現在）

昭和44年７月　監査法人朝日会計社（現有限責任

あずさ監査法人）代表社員

昭和49年４月　税理士登録（現在）

昭和49年４月　宇野皓三事務所開設（現在）

平成９年６月　朝日監査法人（現有限責任あずさ

監査法人）理事長

平成19年３月　当社監査役（現在）

（注）

５
    －

　 　 　 　 計 　 448

（注）１　監査役伊東輝昌、宮島壯太及び宇野皓三は、会社法第２条第16号に定める社外監査役である。

２　平成23年３月25日開催の定時株主総会終結の時から２年間

３　平成24年３月28日開催の定時株主総会終結の時から２年間

４　平成24年３月28日開催の定時株主総会終結の時から４年間

５　平成23年３月25日開催の定時株主総会終結の時から４年間
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６【コーポレート・ガバナンスの状況等】

（１）【コーポレート・ガバナンスの状況】

(1）コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方

　当社は、株主会員制のゴルフ場であり、会員の信頼を得るために経営の透明性を高め、効率的かつ健全な業務運

営を目指している。

　

(2）コーポレート・ガバナンス体制の状況

①　取締役会

　当社の取締役会は４名の取締役で構成され、定期的に会議を開催し、業務執行上の重要事項の決定を効率的に

行っている。

　

②　監査役会

　当社は監査役制度を採用しており、監査役会は、常勤監査役１名含め、社外監査役３名で構成されている。当社

の監査役は、取締役会ほか重要な会議に出席するとともに、監査役会を開催し、監査機能の強化を図っている。

また監査役監査においては、会計監査人による監査と相互に連携を図っている。

　

(3）内部統制システムの基本方針

　会社法第362条第４項第６号及び第５項に基づき、取締役の職務の執行が法令及び定款に適合するための体制そ

の他株式会社の業務の適正を確保するために必要なものとして法務省令で定める体制の整備に関し、取締役会に

おいて、その基本方針を決議しております。

　

(4）会計監査

　当社の会計監査については、監査法人Ａ＆Ａパートナーズと監査契約を締結しており、効率的に監査を実施して

いる。当事業年度における会計監査の体制は以下のとおりである。

・業務を執行した公認会計士の氏名、継続監査年数及び所属する監査法人

指定社員　業務執行社員　　進藤　直滋　　監査法人Ａ＆Ａパートナーズ

指定社員　業務執行社員　　齊藤　浩司　　監査法人Ａ＆Ａパートナーズ

（注）継続監査年数については、全員７年以内のため記載を省略している。

・監査業務に係る補助者の編成

公認会計士　０名　　その他　３名

　

(5）役員報酬

　当事業年度における当社の取締役及び監査役に対する報酬は以下のとおりである。

　 役員報酬 取締役に支払った報酬 23,760千円

　 　 監査役に支払った報酬 3,600千円

　 　 計 27,360千円

　

(6）社外取締役及び社外監査役との人的関係、資本関係又は取引関係その他の利害関係

　社外取締役の大河原茂夫が当社株式を81株、社外監査役の伊東輝昌が当社株式を１株所有する資本的関係があ

るが、その他の利害関係はない。

　

(7）当社は、経済情勢の変化に機動的に対応することを可能とするため、会社法第165条第２項の規定に基づき、取

締役会の決議によって市場取引等により自己株式を取得することができる旨を定款に定めている。
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（２）【監査報酬の内容等】

①【監査公認会計士等に対する報酬の内容】

前事業年度 当事業年度

監査証明業務に基づく報酬
（千円）

非監査業務に基づく報酬

（千円）

監査証明業務に基づく報酬
（千円）

非監査業務に基づく報酬

（千円）

5,000     － 5,000     －

　

②【その他重要な報酬の内容】

 監査証明業務に基づく報酬以外の報酬の支払いはない。

　

③【監査公認会計士等の提出会社に対する非監査業務の内容】

　該当なし。

　

④【監査報酬の決定方針】

　監査業務内容を検討し、報酬額を決定する。
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第５【経理の状況】

１　財務諸表の作成方法について

　当社の財務諸表は「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59号。以下「財務諸

表等規則」という。）に基づいて作成している。

　なお、第52期事業年度（平成22年１月１日から平成22年12月31日まで）は、改正前の財務諸表等規則に基づき、第53

期事業年度（平成23年１月１日から平成23年12月31日まで）は、改正後の財務諸表等規則に基づいて作成している。

　

２　監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第52期事業年度（平成22年１月１日から平成22年12月

31日まで）及び第53期事業年度（平成23年１月１日から平成23年12月31日まで）の財務諸表について、監査法人Ａ＆

Ａパートナーズの監査を受けている。　

　

３　連結財務諸表について

　当社は、子会社がないため、連結財務諸表は作成していない。

　　

１【連結財務諸表等】

（１）【連結財務諸表】

　該当事項なし。

　

（２）【その他】

　該当事項なし。
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２【財務諸表等】
（１）【財務諸表】
①【貸借対照表】

(単位：千円)

前事業年度
(平成22年12月31日)

当事業年度
(平成23年12月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 1,000,135 964,666

営業未収入金 30,826 31,231

有価証券 98,606 100,000

商品 2,368 2,788

原材料 1,216 1,305

貯蔵品 2,731 2,297

前払費用 10,114 10,569

未収還付法人税等 － 4,822

繰延税金資産 3,478 －

流動資産合計 1,149,477 1,117,682

固定資産

有形固定資産

建物 970,039 970,039

減価償却累計額 △600,704 △624,199

建物（純額） 369,334 345,839

構築物 1,162,135 1,172,688

減価償却累計額 △956,265 △975,757

構築物（純額） 205,870 196,931

機械及び装置 259,590 265,727

減価償却累計額 △226,386 △236,776

機械及び装置（純額） 33,203 28,951

車両運搬具 33,067 33,717

減価償却累計額 △30,322 △31,784

車両運搬具（純額） 2,744 1,932

什器備品 154,791 164,699

減価償却累計額 △127,734 △139,331

什器備品（純額） 27,056 25,368

立木 174,081 172,901

コース 508,540 518,988

土地 1,087,469 1,087,461

建設仮勘定 － 4,756

有形固定資産合計 2,408,300 2,383,132

無形固定資産

借地権 1,086 1,086

ソフトウエア 2,574 6,715

その他 1,382 1,287

無形固定資産合計 5,044 9,090

投資その他の資産

投資有価証券 337,339 314,103

敷金及び保証金 72,875 72,875

長期預金 200,000 204,000

長期前払費用 1,217 478

繰延税金資産 9,522 －

投資その他の資産合計 620,954 591,456

固定資産合計 3,034,299 2,983,679

資産合計 4,183,776 4,101,362
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(単位：千円)

前事業年度
(平成22年12月31日)

当事業年度
(平成23年12月31日)

負債の部

流動負債

買掛金 6,156 5,752

未払金 － 682

未払費用 31,610 33,552

未払法人税等 14,965 1,852

未払消費税等 6,823 1,465

預り金 11,883 11,316

前受収益 9,608 7,206

賞与引当金 4,810 4,054

流動負債合計 85,857 65,882

固定負債

入会金預り金 339,850 339,600

会員預り保証金 2,250,500 2,307,000

退職給付引当金 23,511 26,061

長期前受収益 7,206 －

固定負債合計 2,621,067 2,672,661

負債合計 2,706,925 2,738,544

純資産の部

株主資本

資本金 1,213,350 1,213,350

資本剰余金

その他資本剰余金 108,000 108,000

資本剰余金合計 108,000 108,000

利益剰余金

その他利益剰余金

別途積立金 570,000 570,000

繰越利益剰余金 △173,359 △333,551

利益剰余金合計 396,640 236,448

自己株式 △194,980 △194,980

株主資本合計 1,523,010 1,362,818

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 △46,159 －

評価・換算差額等合計 △46,159 －

純資産合計 1,476,850 1,362,818

負債純資産合計 4,183,776 4,101,362
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②【損益計算書】
(単位：千円)

前事業年度
(自　平成22年１月１日
　至　平成22年12月31日)

当事業年度
(自　平成23年１月１日
　至　平成23年12月31日)

売上高

年会費及びロッカー収入 152,940 153,108

プレイ収入 513,794 458,791

食堂売店売上高 127,372 111,517

その他の収入 20,618 17,357

売上高合計 814,726 740,774

売上原価

食堂売店売上原価

商品及び原材料期首たな卸高 3,064 3,585

当期仕入高 45,695 39,250

合計 48,759 42,835

商品及び原材料期末たな卸高 3,585 4,094

差引食堂売店売上原価 45,174 38,740

給料手当 384,185 366,434

賞与引当金繰入額 4,261 3,578

退職給付費用 9,749 3,693

法定福利費 53,925 53,077

福利厚生費 5,182 5,669

コース維持費 48,100 49,082

競技費 13,231 13,571

器具備品費 4,386 4,347

消耗品費 14,945 14,514

租税公課 73,223 68,918

支払保険料 4,420 3,569

減価償却費 76,785 76,636

水道光熱費 22,241 22,053

修繕費 22,561 19,501

賃借料 21,743 23,304

雑費 34,251 34,046

売上原価合計 838,371 800,739

売上総損失（△） △23,644 △59,964
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(単位：千円)

前事業年度
(自　平成22年１月１日
　至　平成22年12月31日)

当事業年度
(自　平成23年１月１日
　至　平成23年12月31日)

販売費及び一般管理費

役員報酬 26,590 27,360

給料及び手当 8,573 8,589

旅費及び交通費 4,335 5,025

事務用品費 8,979 7,793

交際接待費 2,422 15,018

賃借料 10,731 10,815

支払手数料 18,249 18,814

租税公課 5,732 4,438

雑費 19,397 20,897

販売費及び一般管理費合計 105,012 118,751

営業損失（△） △128,657 △178,716

営業外収益

受取利息及び配当金 8,299 8,434

名義書換料 135,500 97,000

固定資産賃貸料 583 7,040

雑収入 13,593 13,423

営業外収益合計 157,976 125,898

営業外費用

投資有価証券評価損 2,444 13,677

雑損失 － 2,312

営業外費用合計 2,444 15,989

経常利益又は経常損失（△） 26,874 △68,807

特別損失

固定資産除却損 ※1
 1,342

※1
 3,435

投資有価証券償還損 3,160 －

投資有価証券評価損 － 55,906

貸倒損失 － 15,206

特別損失合計 4,502 74,548

税引前当期純利益又は税引前当期純損失（△） 22,372 △143,356

法人税、住民税及び事業税 14,307 3,836

法人税等調整額 △13,000 13,000

法人税等合計 1,307 16,836

当期純利益又は当期純損失（△） 21,065 △160,192
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③【株主資本等変動計算書】
(単位：千円)

前事業年度
(自　平成22年１月１日
　至　平成22年12月31日)

当事業年度
(自　平成23年１月１日
　至　平成23年12月31日)

株主資本

資本金

前期末残高 1,213,350 1,213,350

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 1,213,350 1,213,350

資本剰余金

その他資本剰余金

前期末残高 108,000 108,000

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 108,000 108,000

資本剰余金合計

前期末残高 108,000 108,000

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 108,000 108,000

利益剰余金

その他利益剰余金

別途積立金

前期末残高 570,000 570,000

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 570,000 570,000

繰越利益剰余金

前期末残高 △194,424 △173,359

当期変動額

当期純利益又は当期純損失（△） 21,065 △160,192

当期変動額合計 21,065 △160,192

当期末残高 △173,359 △333,551

利益剰余金合計

前期末残高 375,575 396,640

当期変動額

当期純利益又は当期純損失（△） 21,065 △160,192

当期変動額合計 21,065 △160,192

当期末残高 396,640 236,448

自己株式

前期末残高 △194,980 △194,980

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 △194,980 △194,980
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(単位：千円)

前事業年度
(自　平成22年１月１日
　至　平成22年12月31日)

当事業年度
(自　平成23年１月１日
　至　平成23年12月31日)

株主資本合計

前期末残高 1,501,945 1,523,010

当期変動額

当期純利益又は当期純損失（△） 21,065 △160,192

当期変動額合計 21,065 △160,192

当期末残高 1,523,010 1,362,818

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金

前期末残高 △48,938 △46,159

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

2,778 46,159

当期変動額合計 2,778 46,159

当期末残高 △46,159 －

評価・換算差額等合計

前期末残高 △48,938 △46,159

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

2,778 46,159

当期変動額合計 2,778 46,159

当期末残高 △46,159 －

純資産合計

前期末残高 1,453,007 1,476,850

当期変動額

当期純利益又は当期純損失（△） 21,065 △160,192

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 2,778 46,159

当期変動額合計 23,843 △114,032

当期末残高 1,476,850 1,362,818
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④【キャッシュ・フロー計算書】
(単位：千円)

前事業年度
(自　平成22年１月１日
　至　平成22年12月31日)

当事業年度
(自　平成23年１月１日
　至　平成23年12月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税引前当期純利益又は税引前当期純損失（△） 22,372 △143,356

減価償却費 76,785 76,636

受取利息及び受取配当金 △8,299 △8,434

有形固定資産除却損 1,342 3,435

投資有価証券評価損益（△は益） 2,444 69,583

投資有価証券償還損益（△は益） 3,160 －

賞与引当金の増減額（△は減少） △176 △756

退職給付引当金の増減額（△は減少） 2,336 2,550

売上債権の増減額（△は増加） △2,321 △404

たな卸資産の増減額（△は増加） △900 △76

前払費用の増減額（△は増加） 758 △455

長期前払費用の増減額（△は増加） 739 739

仕入債務の増減額（△は減少） 726 △403

未払消費税等の増減額（△は減少） △3,132 △5,357

未払費用の増減額（△は減少） △2,341 1,942

預り金の増減額（△は減少） 147 △567

長期前受収益の増減額（△は減少） △9,608 △9,608

外形標準課税に係る未払事業税の増加額（△減
少額）

△10 △1,447

その他 － 12

小計 84,020 △15,967

利息及び配当金の受取額 7,648 7,041

法人税等の支払額 △1,524 △20,324

営業活動によるキャッシュ・フロー 90,144 △29,250

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の預入による支出 △28,000 △72,000

長期性預金の預入による支出 △3,000 △4,000

長期性預金の解約による収入 25,000 －

有形固定資産の取得による支出 △37,036 △51,950

無形固定資産の取得による支出 △2,000 △6,325

投資有価証券の取得による支出 △297,955 △100,193

投資有価証券の償還による収入 400,000 100,000

投資活動によるキャッシュ・フロー 57,008 △134,468

財務活動によるキャッシュ・フロー

会員預り保証金による収入 110,000 106,000

会員預り保証金の返還による支出 △95,500 △49,750

財務活動によるキャッシュ・フロー 14,500 56,250

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 161,652 △107,468

現金及び現金同等物の期首残高 360,482 522,135

現金及び現金同等物の期末残高 522,135 414,666
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【重要な会計方針】

　
前事業年度

平成22年１月１日から
平成22年12月31日まで

当事業年度
平成23年１月１日から
平成23年12月31日まで

１　有価証券の評価基準及び

評価方法

満期保有目的の債券

償却原価法（定額法）を採用している。

満期保有目的の債券

同左　

　 その他有価証券

時価のあるもの

決算日の市場価格等に基づく時価法

（評価差額は、全部純資産直入法によ

り処理し、売却原価は総平均法により

算定）

その他有価証券

時価のあるもの

同左

　 時価のないもの

総平均法による原価法

時価のないもの

同左

２　デリバティブの評価基準

及び評価方法

時価法 時価法

３　たな卸資産の評価基準及

び評価方法

商品、原材料及び貯蔵品は、いずれも先入先

出法に基づく原価法（貸借対照表価額は収

益性の低下による簿価切下げの方法により

算定）によっている。

同左

４　固定資産の減価償却の方

法

(1）有形固定資産（リース資産を除く）

定率法によっている。

ただし、平成10年４月１日以降取得し

た建物（建物附属設備を除く）につい

ては定額法によっている。

(1）有形固定資産（リース資産を除く）

同左

　 (2）無形固定資産（リース資産を除く）

定額法によっている。

ただし、ソフトウェア（自社利用分）

については、社内における利用可能期

間（５年）に基づく定額法によってい

る。

(2）無形固定資産（リース資産を除く）

同左

　 (3）長期前払費用

　　均等償却をしている。

(3）長期前払費用

同左

　  (4) リース資産

所有権移転外ファイナンス・リース取引

にかかるリース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額

を零とする定額法を採用している。 

－ 
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前事業年度

平成22年１月１日から
平成22年12月31日まで

当事業年度
平成23年１月１日から
平成23年12月31日まで

５　引当金の計上基準 (1）賞与引当金

従業員の賞与の支払に備えるため、支

給見込額に基づき計上している。

(1）賞与引当金

同左

　 (2）退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるため、当事

業年度末における退職給付債務の見込

額を計上している。

(2）退職給付引当金

同左

６　キャッシュ・フロー計算

書における資金の範囲

手許現金、随時引き出し可能な預金及び容

易に換金可能であり、かつ、価値の変動につ

いて僅少なリスクしか負わない取得日から

３ヶ月以内に償還期限の到来する短期投資

からなっている。

同左

７　その他財務諸表作成のた

めの基本となる重要な事

項

消費税等の会計処理

消費税及び地方消費税の会計処理は、税

抜方式によっている。　　　　　　

消費税等の会計処理

同左

　　

　

【会計処理方法の変更】

前事業年度
（自　平成22年１月１日
至　平成22年12月31日）

当事業年度
（自　平成23年１月１日
至　平成23年12月31日）

－　 （資産除去債務に関する会計基準等の適用）

当事業年度から平成20年３月31日公表の「資産除去債務

に関する会計基準」(企業会計基準委員会　企業会計基準

第18号）及び「資産除去債務に関する会計基準の適用指

針」(企業会計基準委員会　企業会計基準適用指針第21

号）を適用している。

この変更による影響はない。　

　

【注記事項】

（損益計算書関係）

前事業年度
平成22年１月１日から
平成22年12月31日まで

当事業年度
平成23年１月１日から
平成23年12月31日まで

※１　固定資産除却損の主なものは、建物、構築物及び立木

の除却損である。

※１　固定資産除却損の主なものは、構築物及び立木の除却

損である。
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（株主資本等変動計算書関係）

前事業年度（自　平成22年１月１日　至　平成22年12月31日）

１．発行済株式の種類及び総数に関する事項

株式の種類
前事業年度末株式数

（株）
当事業年度増加株式
数（株）

当事業年度減少株式
数（株）

当事業年度末株式数
（株）

普通株式 2,547 － － 2,547

　

２．自己株式の種類及び株式数に関する事項

株式の種類
前事業年度末株式数

（株）
当事業年度増加株式
数（株）

当事業年度減少株式
数（株）

当事業年度末株式数
（株）

普通株式 244 － － 244

　

　

３．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項

　該当事項なし。

　

４．配当に関する事項

　該当事項なし。

　

当事業年度（自　平成23年１月１日　至　平成23年12月31日）

１．発行済株式の種類及び総数に関する事項

株式の種類
前事業年度末株式数

（株）
当事業年度増加株式
数（株）

当事業年度減少株式
数（株）

当事業年度末株式数
（株）

普通株式 2,547 － － 2,547

　

２．自己株式の種類及び株式数に関する事項

株式の種類
前事業年度末株式数

（株）
当事業年度増加株式
数（株）

当事業年度減少株式
数（株）

当事業年度末株式数
（株）

普通株式 244 － － 244

　

　

３．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項

　該当事項なし。

　

４．配当に関する事項

　該当事項なし。

　

（キャッシュ・フロー計算書関係）

前事業年度
平成22年１月１日から
平成22年12月31日まで

当事業年度
平成23年１月１日から
平成23年12月31日まで

現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲記されて

いる科目の金額との関係

（平成22年12月31日）

現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲記されて

いる科目の金額との関係

（平成23年12月31日）

　 （千円）

現金及び預金勘定 1,000,135

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 △478,000

現金及び現金同等物 522,135

　

　 （千円）

現金及び預金勘定 964,666

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 △550,000

現金及び現金同等物 414,666
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（リース取引関係）

前事業年度
平成22年１月１日から
平成22年12月31日まで

当事業年度
平成23年１月１日から
平成23年12月31日まで

１．ファイナンス・リース取引（借主側）

　　所有権移転外ファイナンス・リース取引　

    該当事項なし。　

　　なお、所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち

　　、リース取引開始日が、平成20年12月31日以前のリー

　　ス取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準

　　じた会計処理によっており、その内容は以下のとおり

　　である。

　(1)　リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当　　　

　額及び期末残高相当額

　
取得価額相
当額
（千円）

減価償却累
計額相当額
（千円）

期末残高相
当額
（千円）

什器備品 6,598 6,598 －
合計 6,598 6,598 －

　（注）取得価額相当額は、未経過リース料期末残高が有

　　　　形固定資産の期末残高等に占める割合が低いた

　　　　め、支払利子込み法により算定している。

 

(2) 未経過リース料期末残高相当額

１年内 －千円

１年超 －千円

合計 －千円

　（注）　未経過リース料期末残高相当額は、未経過リー

　　　　　ス料期末残高が有形固定資産の期末残高等に占

　　　　　める割合が低いため、支払利子込み法により算

　　　　　定している。　

(3)  支払リース料及び減価償却費相当額

支払リース料 659千円

減価償却費相当額 659千円

　

(4)　減価償却費相当額の算定方法

　　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額

法によっている。

　

２．オペレーティング・リース取引（借主側）

オペレーティング・リース取引のうち解約不能のもの

　　に係る未経過リース料

該当事項なし。

　

１．ファイナンス・リース取引（借主側）

　　所有権移転外ファイナンス・リース取引　

    該当事項なし。　

　　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　
　
　

２．オペレーティング・リース取引（借主側）

オペレーティング・リース取引のうち解約不能のもの

　　に係る未経過リース料

該当事項なし。

　

　　

EDINET提出書類

株式会社日高カントリー倶楽部(E04641)

有価証券報告書

28/47



（金融商品関係）

前事業年度（自　平成22年１月１日　至　平成22年12月31日）

１．金融商品の状況に関する事項

(1)金融商品に対する取り組み方針

　当社は、資金運用については比較的安全性の高い債券等で行っており、必要な資金は全額自己資金を充当　

　している。

(2)金融商品の内容及びそのリスク

　有価証券及び投資有価証券は株式、債券及び投資信託であり、株式及び投資信託については市場価格の変

　動リスクに晒されており、債券については信用リスクに晒されている。

　資金運用を目的とする安全性が高いと評価された複合金融商品取引を行っている。複合金融商品における

　デリバティブは、株式相場の変動リスクを有している。なお当該取引は信用度の高い国内の金融機関を通

　じて行っているため、信用リスクは極めて小さいと認識している。　

(3)金融商品に係るリスク管理体制

　①市場リスク及び信用リスクの管理

　　当社は、有価証券及び投資有価証券については、定期的に時価や発行体の財務状況を把握している。

　②資金調達に係る流動性リスクの管理

　　該当事項なし。

(4)金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

　金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定された価額が

　含まれている。　　

２．金融商品の時価等に関する事項

　平成22年12月31日（当期の決算日）における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次の　　

　とおりである。　

　
貸 借 対 照 表 計 上 額

（千円）　

時           価

（千円）　

　差          額

(千円）　

　現金及び預金 1,000,135 1,000,135 －

　有価証券及び投資有価証券

  　満期保有目的の債券

　　その他の有価証券(*)　

　

298,606

137,339

　

304,110

137,339

　

5,503

－

　長期預金 200,000 198,811 △1,189

　　　　　 (*)デリバティブ取引を組込んだ複合金融商品が含まれている。

          （注１）金融商品の時価の算定方法並びに有価証券及びデリバティブ取引に関する事項

　　　　　　　①現金及び預金

　　　　　　　　これらは短期間で決済されるため時価は帳簿価額にほぼ等しいことから当該帳簿価額によっている。

　　　　　　　②有価証券及び投資有価証券

　　　　　　　　これらの時価について、取引所の価格又は金融機関から提示された価格によっている。

　　　　　　　③長期預金

　　　　　　　　長期預金については、新規に預金を行った場合に想定される預金利息で割り引いた現在価値を算定して

　　　　　　　　いる。

　　　　　　　④デリバティブ取引関係

　　　　　　　　注記事項デリバティブ取引を参照　

　　　　　（注２）時価を開示することがきわめて困難と認められる金融商品

　区　　　　　　　　分 　貸借対照表計上額（千円）

　敷金及び保証金　＊１ 72,875

　入会金預り金　＊２ 339,850

　会員預り保証金　＊２ 2,250,500

　         ＊１　敷金及び保証金は、市場価格がなく、かつ、退去予定がないことから将来キャッシュ・フローを合理

　　　　　　　　 的に見積もることができず、時価を把握することがきわめて困難と認められるため、時価開示の対象

                 としていない。

　　　　　 ＊２　入会金預り金及び会員預り保証金は、償還期限が定められていないことから将来キャッシュ・フロー　　

　　　　　　　　 を合理的に見積もることができず、時価を把握することがきわめて困難と認められるため、時価開示

　　　　　　　　 の対象としていない。
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　　　　　（注３）金銭債権及び満期のある有価証券の決算日後の償還予定額

 
１　　年　　以　　内

（千円）　　

１年超５年以内

（千円）　　

５年超10年以内

(千円）　　

　現金及び預金 998,128 － －

　有価証券及び投資有価証券

  　満期保有目的の債券

　　その他の有価証券　

　

98,606

－

　

200,000

78,865

　

－

－

　長期預金 － － 200,000

　　　　　（追加情報）

　　　　　　当事業年度より、「金融商品に関する会計基準」（企業会計基準第10号　平成20年３月10日）及び「金融商

　　　　　　品の時価等の開示に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第19号　平成20年３月10日）を適用してい

　　　　　　る。
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当事業年度（自　平成23年１月１日　至　平成23年12月31日）

１．金融商品の状況に関する事項

(1)金融商品に対する取り組み方針

　当社は、資金運用については比較的安全性の高い債券等で行っており、必要な資金は全額自己資金を充当　

　している。

(2)金融商品の内容及びそのリスク

　有価証券及び投資有価証券は株式、債券及び投資信託であり、株式及び投資信託については市場価格の変

　動リスクに晒されており、債券については信用リスクに晒されている。

　資金運用を目的とする安全性が高いと評価された複合金融商品取引を行っている。複合金融商品における

　デリバティブは、株式相場の変動リスクを有している。なお当該取引は信用度の高い国内の金融機関を通

　じて行っているため、信用リスクは極めて小さいと認識している。　

(3)金融商品に係るリスク管理体制

　①市場リスク及び信用リスクの管理

　　当社は、有価証券及び投資有価証券については、定期的に時価や発行体の財務状況を把握している。

　②資金調達に係る流動性リスクの管理

　　該当事項なし。

(4)金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

　金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定された価額が

　含まれている。　　

２．金融商品の時価等に関する事項

　平成23年12月31日（当期の決算日）における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次の　　

　とおりである。　

　
貸 借 対 照 表 計 上 額

（千円）　

時           価

（千円）　

　差          額

(千円）　

　現金及び預金 964,666 964,666 －

　有価証券及び投資有価証券

  　満期保有目的の債券

　　その他の有価証券(*)　

　

300,188

113,915

　

300,550

113,915

　

361

－

　長期預金 204,000 202,679 △1,320

　　　　　 (*)デリバティブ取引を組込んだ複合金融商品が含まれている。

          （注１）金融商品の時価の算定方法並びに有価証券及びデリバティブ取引に関する事項

　　　　　　　①現金及び預金

　　　　　　　　これらは短期間で決済されるため時価は帳簿価額にほぼ等しいことから当該帳簿価額によっている。

　　　　　　　②有価証券及び投資有価証券

　　　　　　　　これらの時価について、取引所の価格又は金融機関から提示された価格によっている。

　　　　　　　③長期預金

　　　　　　　　長期預金については、新規に預金を行った場合に想定される預金利息で割り引いた現在価値を算定して

　　　　　　　　いる。

　　　　　　　④デリバティブ取引関係

　　　　　　　　注記事項デリバティブ取引を参照　

　　　　　（注２）時価を開示することがきわめて困難と認められる金融商品

　区　　　　　　　　分 　貸借対照表計上額（千円）

　敷金及び保証金　＊１ 72,875

　入会金預り金　＊２ 339,600

　会員預り保証金　＊２ 2,307,000

　         ＊１　敷金及び保証金は、市場価格がなく、かつ、退去予定がないことから将来キャッシュ・フローを合理

　　　　　　　　 的に見積もることができず、時価を把握することがきわめて困難と認められるため、時価開示の対象

                 としていない。

　　　　　 ＊２　入会金預り金及び会員預り保証金は、償還期限が定められていないことから将来キャッシュ・フロー　　

　　　　　　　　 を合理的に見積もることができず、時価を把握することがきわめて困難と認められるため、時価開示

　　　　　　　　 の対象としていない。
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　　　　　（注３）金銭債権及び満期のある有価証券の決算日後の償還予定額

 
１　　年　　以　　内

（千円）　　

１年超５年以内

（千円）　　

５年超10年以内

(千円）　　

　現金及び預金 962,818 － －

　有価証券及び投資有価証券

  　満期保有目的の債券

　　その他の有価証券　

　

100,000

－

　

200,188

65,188

　

－

－

　長期預金 － 4,000 200,000

　　　　　　

（有価証券関係）

前事業年度（平成22年12月31日）　

１．満期保有目的の債券

　　    種　類
 貸借対照表計上額

　　　（千円）　　
  時価（千円）   差額（千円）

 時価が貸借対照表計  

 上額を超えるもの

 (1)国債・地方債等

 (2)社債

 (3)その他　　

　　　　－

        198,606　

        －        

　　　　－

        204,400　

       －       

        －

         5,793

－

　 　小計 　　　　　198,606　　　　   204,400　　      5,793

 時価が貸借対照表計 

 上額を超えないもの　

 (1)国債・地方債等

 (2)社債

 (3)その他　　　

　      －

　　　　  100,000

　　　　－　　　  

　　　　－

　　　　  99,710

　　　　－　　　　

　　　　－

　　　    △290 

　　　－　　　　 

　 　小計 　　　    100,000　
          99,710

　
          △290　

　合計 　 　　　　  298,606
         304,110

　　
          5,503

　

２．その他有価証券

　    種　類
 貸借対照表計上額

　　　（千円）
 取得原価（千円）  差額（千円）

 貸借対照表計上額が

 取得原価を超えるもの

 (1)株式

 (2)債券

 (3)その他　　

　　　　－

　　　　－

        －　

　　　　－

        －

 －　　

        －

        －

        －　　

　   小計　 　　　　－ 　　　　－ 　　　　－　

 貸借対照表計上額が

 取得原価を超えないもの　

 (1)株式

 (2)債券

 (3)その他　　　

　　　　      153

　　　　   78,865

　　　　   58,320

　　　　     258

　　　　 100,000

　　　　 104,374

　　　　  △104

　　　 △21,134

　　　 △46,054　

　   小計           137,339         204,633
       △67,293

　

　合計 　 　　　　  137,339
         204,633　

　
       △67,293

　

３．当事業年度中に売却したその他有価証券(自　平成22年1月1日　至　平成22年12月31日）

　 　　売却額（千円）   売却益の合計額（千円）  売却損の合計額（千円）

 (1)株式

 (2)債券

 (3)その他　

　　　　　－

　　　　　　　200,000

          －　

　          －

　　　　　　－

　　　　　　－　

　　　　　　－

　　　　　　　　　3,160

            －　

　合計 　　　　　　　200,000 　　　　　　－ 　　　　　　      3,160　
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当事業年度（平成23年12月31日）　

１．満期保有目的の債券

　　    種　類
 貸借対照表計上額

　　　（千円）　　
  時価（千円）   差額（千円）

 時価が貸借対照表計  

 上額を超えるもの

 (1)国債・地方債等

 (2)社債

 (3)その他　

－

100,000　

－

－

102,480　

－

－

2,480　

－

　 　小計 100,000　　 102,480　 2,480　

 時価が貸借対照表計 

 上額を超えないもの　

 (1)国債・地方債等

 (2)社債

 (3)その他　　　

－

200,188　

－

－

198,070　

－

－

△2,118　

－

　 　小計 200,188　 198,070　 △2,118　

　合計 　 300,188　 300,550　　 361　

　

２．その他有価証券

　    種　類
 貸借対照表計上額

　　　（千円）
 取得原価（千円）  差額（千円）

 貸借対照表計上額が

 取得原価を超えるもの

 (1)株式

 (2)債券

 (3)その他　　

－

－

－

  －  

－

－

  －  

－

－

　   小計　 － － －

 貸借対照表計上額が

 取得原価を超えないもの

 (1)株式

 (2)債券

 (3)その他　　

106

65,188

48,619

  106

100,000

48,619

  －  

△34,811

－

　   小計　 113,915 148,726 △34,811

　合計   　 113,915 148,726 △34,811

　

３．減損処理を行った有価証券（自　平成23年１月１日　至　平成23年12月31日）

　　表中の「取得原価は」減損処理後の帳簿価額である。なお当事業年度において減損処理を行い、投資有価

　　証券評価損55,906千円を計上している。

　

（デリバティブ取引関係）

前事業年度（自　平成22年１月１日　至　平成22年12月31日）

　ヘッジ会計が適用されていないデリバティブ取引

　複合金融商品の時価及び評価差額は（有価証券関係）に記載している。

　

当事業年度（自　平成23年１月１日　至　平成23年12月31日）

　ヘッジ会計が適用されていないデリバティブ取引

　複合金融商品の時価及び評価差額は（有価証券関係）に記載している。
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（退職給付関係）

前事業年度
（自　平成22年１月１日
至　平成22年12月31日）

当事業年度
（自　平成23年１月１日
至　平成23年12月31日）

１　採用している退職給付制度の概要

当社は退職一時金制度を採用している。

１　採用している退職給付制度の概要

同左

２　退職給付債務に関する事項 ２　退職給付債務に関する事項

退職給付債務 23,511千円

退職給付引当金 23,511千円

退職給付債務 26,061千円

退職給付引当金 26,061千円

当社は、退職給付債務の算定にあたり、簡便法を採用し

ている。

同左

３　退職給付費用に関する事項 ３　退職給付費用に関する事項

勤務費用 9,749千円

退職給付費用 9,749千円

勤務費用 3,693千円

退職給付費用 3,693千円

当社は、退職給付費用の算定にあたり、簡便法を採用し

ている。

同左

４　退職給付債務等の計算の基礎に関する事項

当社は、簡便法を採用しているので、基礎率等について

記載していない。

４　退職給付債務等の計算の基礎に関する事項

同左
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（ストック・オプション等関係）

前事業年度（自　平成22年１月１日　至　平成22年12月31日）

　該当事項なし。

　

当事業年度（自　平成23年１月１日　至　平成23年12月31日）

　該当事項なし。

　

（税効果会計関係）

前事業年度
（平成22年12月31日）

当事業年度
（平成23年12月31日）

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の

内訳

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の

内訳

（繰延税金資産） 　

賞与引当金 1,913千円

未払事業税　 1,566 〃

退職給付引当金 9,350〃

一括償却資産償却限度超過額   517 〃

投資有価証券評価損 8,404〃

その他有価証券評価差額金 18,356〃

繰延税金資産小計 40,105〃

評価性引当額 △27,105〃

繰延税金資産合計 13,000 〃

（繰延税金負債） 　

繰延税金負債合計 －

繰延税金資産（負債）の純額 13,000 〃

（繰延税金資産） 　

賞与引当金 1,613千円

未払事業税　 302 〃

退職給付引当金 10,364〃

一括償却資産償却限度超過額   531 〃

投資有価証券評価損 36,078〃

貸倒損失　 6,048〃

繰越欠損金　 17,980 〃

繰延税金資産小計 72,915〃

評価性引当額 △72,915〃

繰延税金資産合計 －

（繰延税金負債） 　

繰延税金負債合計 －

繰延税金資産（負債）の純額 －

　

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率

との差異の原因となった主な項目別の内訳

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率

との差異の原因となった主な項目別の内訳

法定実効税率 39.77％

（調整）　

交際費等永久に損金に算入されない項目 4.31％

評価性引当額 △54.76％

住民税均等割等 14.48％

その他 2.05％

税効果会計適用後の法人税等の負担率 5.84％

税引前当期純損失を計上しているため、法定実効税率

と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異の内

訳を記載していない。
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（持分法損益等）

　該当事項なし。

　

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

当事業年度（自  平成23年１月１日  至  平成23年12月31日）

  当社は、ゴルフ場事業及びこれに付帯する業務の単一セグメントであるため、記載を省略している。　

　

【関連情報】

当事業年度（自  平成23年１月１日  至  平成23年12月31日）

１．製品及びサービスごとの情報

　単一の製品・サービスの区分の外部顧客への売上高が損益計算書の売上高の90％を超えるため、記載を

省略している。

　

２．地域ごとの情報

(1）売上高

　本邦の外部顧客への売上高に区分した金額が損益計算書の売上高の90％を超えるため、地域ごとの売上

高の記載を省略している。　

　

(2）有形固定資産

　本邦に所在している有形固定資産の金額が貸借対照表の有形固定資産の金額の90％を超えるため、地域

ごとの有形固定資産の記載を省略している。　

　

３．主要な顧客ごとの情報

　外部顧客への売上高のうち、損益計算書の売上高の10％以上を占める相手先がないため、記載を省略して

いる。　
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【報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報】

当事業年度（自  平成23年１月１日  至  平成23年12月31日）

該当事項なし。

　

　

【報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報】

当事業年度（自  平成23年１月１日  至  平成23年12月31日）

該当事項なし。　

　　

　

【報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報】

当事業年度（自  平成23年１月１日  至  平成23年12月31日）

該当事項なし。　

　　　　　（追加情報）

　　　　　　　当事業年度より「セグメント情報等の開示に関する会計基準」（企業会計基準第17号　平成21年３月27

　　　　　　日）及び「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」」（企業会計基準適用指針第20号　平成

　　　　　　20年３月21日）を適用している。
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【関連当事者情報】

前事業年度（自　平成22年１月１日　至　平成22年12月31日）

　該当事項なし。

　

当事業年度（自　平成23年１月１日　至　平成23年12月31日）

　該当事項なし。

　

（１株当たり情報）

前事業年度
平成22年１月１日から
平成22年12月31日まで

当事業年度
平成23年１月１日から
平成23年12月31日まで

１株当たり純資産額 641,272円68銭

１株当たり当期純利益 9,146円77銭

１株当たり純資産額 591,757円71銭

１株当たり当期純損失（△） △69,558円12銭

　なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額について

は、潜在株式が存在しないため記載していない。

　なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額について

は、１株当たり当期純損失が計上されており、また潜在株式

が存在しないため記載していない。

（注）　１株当たり当期純利益金額又は当期純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりである。

　
前事業年度

平成22年１月１日から
平成22年12月31日まで

当事業年度
平成23年１月１日から
平成23年12月31日まで

当期純利益又は純損失（△）（千円） 21,065 △160,192

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る当期純利益又は純損失(△）（千円） 21,065 △160,192

期中平均株式数（株） 2,303 2,303

　

（重要な後発事象）

          該当事項なし。
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⑤【附属明細表】

【有価証券明細表】

【株式】

銘柄 株式数（株）
貸借対照表計上額
（千円）

投資有価証券 その他有価証券 ㈱りそなホールディングス 3.15 106

計 3.15 106

　

【債券】

銘柄 券面額（千円）
貸借対照表計上額
（千円）

有価証券 満期保有目的の債券 バークレーズ銀行円貨社債 100,000 100,000

投資有価証券

満期保有目的の債券 オリックス㈱129回無担保社債 100,000 100,000

満期保有目的の債券 ＡＩＧ円貨社債 100,000 100,188

その他有価証券 日経平均リンク債 100,000 65,188

計 400,000 365,376

　

【その他】

銘柄 取得価額（千円）
貸借対照表計上額
（千円）

投資有価証券 その他有価証券

（投資信託受益証券）

大和住銀投信投資顧問㈱

日本好配当株オープン

48,619 48,619

計 48,619 48,619

株式、債券、社債、投資信託合計 － 414,103
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【有形固定資産等明細表】

資産の種類
前期末残高
（千円）

当期増加額
（千円）

当期減少額
（千円）

当期末残高
（千円）

当期末減価償
却累計額又は
償却累計額
（千円）

当期償却額
（千円）

差引当期末残
高（千円）

有形固定資産 　 　 　 　 　 　 　

建物 970,039 － － 970,039624,199 23,494 345,839

構築物 1,162,13517,633 7,0801,172,688975,757 26,025 196,931

機械及び装置 259,590 6,137 － 265,727236,776 10,390 28,951

車両運搬具 33,067 650 － 33,717 31,784 1,462 1,932

什器備品 154,791 11,318 1,410 164,699139,331 12,985 25,368

立木 174,081 － 1,179 172,901 － － 172,901

コース 508,540 10,447 － 518,988 － － 518,988

土地 1,087,469 － 7 1,087,461 － － 1,087,461

建設仮勘定　 － 4,756 － 4,756 － － 4,756

有形固定資産計 4,349,71450,944 9,6774,390,9802,007,84874,3572,383,132

無形固定資産 　 　 　 　 　 　 　

借地権 － － － 1,086 － － 1,086

ソフトウエア － － － 10,201 3,485 2,183 6,715

その他 － － － 2,665 1,378 95 1,287

無形固定資産計 － － － 13,953 4,863 2,278 9,090

長期前払費用 2,957 － － 2,957 2,479 739 478

（注）１　無形固定資産については、資産総額の100分の１以下であるため「前期末残高」、「当期増加額」及び「当期

減少額」の記載を省略している。

２　当期増加額の主な内容は次のとおりである。

構築物　 東６番ホール池護岸工事　 8,112千円　

構築物 ネットフェンス設置　 5,686千円　

コース 東６番ホールグリーン改修　 9,212千円　

機械及び装置 給水ポンプユニット更新　 3,110千円　

　

【引当金明細表】

区分
前期末残高
（千円）

当期増加額
（千円）

当期減少額
（目的使用）
（千円）

当期減少額
（その他）
（千円）

当期末残高
（千円）

賞与引当金 4,810 4,054 4,810 － 4,054

　

【資産除去債務明細表】

　　　　　該当事項なし。
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（２）【主な資産及び負債の内容】

①　資産

１　現金及び預金

区分 金額（千円）

現金 1,848

預金 　

当座預金 17

普通預金 412,800

定期預金 550,000

小計 962,818

計 964,666

　

２　営業未収入金

主な内訳

区分 金額（千円）

年会費及びロッカーフィー未収入金 4,271

プレイ関係未収入金 26,959

計 31,231

　

営業未収入金の発生及び回収並びに滞留状況

繰越高
（千円）

当期発生高
（千円）

回収高
（千円）

残高
（千円）

回収率
（％）

滞留期間（日）

（A） （B） （C） （D）
（C）

─────
（A）＋（B）

（A）＋（D）
─────
２

──────
（B）

─────
365

30,826 467,629 467,225 31,231 93.7 24.2

　

３　商品

区分 金額（千円）

売店用商品 2,788

　

４　原材料

区分 金額（千円）

食堂用原材料 1,305
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５　貯蔵品

区分 金額（千円）

肥料 542

農薬 1,370

砂 384

計 2,297

　

②　負債

１　買掛金

相手先 金額（千円）

関東食糧(株） 751

滝沢商店 553

(有)関口商店 502

(有)水村商店 411

宮岡米穀(株) 339

(株)サンドラ 270

その他 2,923

合計 5,752

　

２　入会金預り金

区分 金額（千円）

平日会員 339,100

家族会員 500

計 339,600

　

３　会員預り保証金

区分 金額（千円）

入会保証金 2,307,000

（注）　名義書換時に入会保証金として預るものである。

　

（３）【その他】

①　決算日後の状況

　該当事項なし。

　

②　訴訟

　該当事項なし。
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第６【提出会社の株式事務の概要】

事業年度 １月１日から12月31日まで

定時株主総会 ３月中

基準日 12月31日

株券の種類 １株券、10株券、100株券

剰余金の配当の基準日 定めなし

１単元の株式数 該当事項なし

株式の名義書換え 　

取扱場所
埼玉県日高市高萩1203番地

株式会社日高カントリー倶楽部

株主名簿管理人 なし

取次所 なし

名義書換手数料 取締役会で定める

新券交付手数料 無料

単元未満株式の買取り 該当事項なし

公告掲載方法 官報

株主に対する特典
当社の株式１株（旧額面株式を除く）を所有するものは、日高カントリーク

ラブの正会員となり、当社経営のゴルフ場の施設を使用することができる。
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第７【提出会社の参考情報】

１【提出会社の親会社等の情報】

　該当事項なし。

　

２【その他の参考情報】

　当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に次の書類を提出している。

(1）有価証券報告書及びその添付書類

　事業年度（第52期）（自　平成22年１月１日　至　平成22年12月31日）平成23年３月29日関東財務局長に提出。　　

(2）半期報告書

　（第53期中）（自　平成23年１月１日　至　平成23年６月30日）平成23年９月28日関東財務局長に提出。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項なし。
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独立監査人の監査報告書

　

平成23年３月28日

株式会社　日高カントリー倶楽部
　

　 取締役会　御中 　

　

　 監査法人Ａ＆Ａパートナーズ 　

　

　
指定社員

業務執行社員
　 公認会計士 進藤　直滋　　印

　

　
指定社員

業務執行社員
　 公認会計士 齊藤　浩司　　印

　

　

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている

株式会社日高カントリー倶楽部の平成22年１月１日から平成22年12月31日までの第52期事業年度の財務諸表、すなわち、貸

借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書、キャッシュ・フロー計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務

諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法

人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行わ

れ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸

表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断して

いる。

　当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社日高

カントリー倶楽部の平成22年12月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する事業年度の経営成績及びキャッシュ・

フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。　

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

　

　
（注）１．上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が財務諸表に添付する

形で別途保管しております。

２．財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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独立監査人の監査報告書

　

平成24年３月28日

株式会社　日高カントリー倶楽部
　

　 取締役会　御中 　

　

　 監査法人Ａ＆Ａパートナーズ 　

　

　
指定社員

業務執行社員
　 公認会計士 進藤　直滋　　印

　

　
指定社員

業務執行社員
　 公認会計士 齊藤　浩司　　印

　

　

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている

株式会社日高カントリー倶楽部の平成23年１月１日から平成23年12月31日までの第53期事業年度の財務諸表、すなわち、貸

借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書、キャッシュ・フロー計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務

諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法

人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行わ

れ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸

表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断して

いる。

　当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社日高

カントリー倶楽部の平成23年12月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する事業年度の経営成績及びキャッシュ・

フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。　

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

　

　
（注）１．上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が財務諸表に添付する

形で別途保管しております。

２．財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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